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マイクロバブル水による地盤液状化対策 

の実大振動実験 
 

都市研究部 都市計画研究室長 明石 達生 
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1.無公害で安価な地震対策 

 宅地地盤に空気を注入し、土中に気泡を止まら

せることによって、地震時の地盤の液状化現象を

抑える可能性は、指摘されながらも実用化には至

っていない。だが、これが実現すれば多くのメリ

ットがある。 

 用いる材料は、空気である。従って、第一に無

公害で環境にやさしい。第二に安価。そして第三

に家屋が建ったまま容易に液状化対策ができるこ

とだ。新たな開発や古い建物を壊して建替えるの

ならば、様々な工法の選択があるが、建て込んだ

市街地で家屋が建ったまま適用できる工法は限ら

れる。しかしそれこそが、都市を拡大するのでは

なく、既存の住宅ストックを大切に長く使うこれ

からの時代に必要であろう。 

 家屋等に大きな財産被害をもたらす液状化。そ

のおそれが高いとされる市街地は、実は狭くはな

い。例えば、東京都区部の実に約46%が液状化の可

能性が高い地域と判定されている。 

 そこで国総研では、空気注入法による液状化対

策工法の実用化の可能性を、深さ5mの大型せん断

土槽による振動実験で確かめることとした。 

 

2.マイクロバブル水による空気注入 

 マイクロバブルは、直径数十マイクロメートル

の微小な気泡だ。気泡は通常水中をすぐに上昇し

て破裂してしまうが、マイクロバブルは長時間水

中に滞在し続ける性質がある。本実験では、この

性質を利用してマイクロバブル水の注入により土

中に空気を入れる方法を採った。振動もなく穏や

かなことから、実用化に向く方法と期待される。 

�� マイクロバブル水 

 

3.震度５弱相当で効果を確認 

 地盤の液状化は、地震の震動により圧力が高ま

った土中の水が、砂粒子がつくる地盤構造を破壊

することで引き起こされる。水も砂粒子も、圧力

によって縮まないためだ。しかし、そこに空気の

塊が存在すると、縮むことでクッションの役割を

果たし、水圧の上昇を抑制する。 

振動実験の結果、ゆるい砂地盤（N値=6～7）で

あっても、空気を多く含む（飽和度80%程度）層で

は液状化に対する抵抗力が顕著に増加し、最大加

速度200ガル程度の揺れに対しても液状化を発生

しないことが確認された。今後は、実用化に近づ

けるため、土質等による効果の違いや気泡が土中

に止まる耐久性などの研究を行う予定である。 

  

参考情報 

(1)東京都防災ホームページ、http://www.bousai.metro. 

tokyo.jp/japanese/knowledge/material_l.html 

(2) 実験風景の動画（NHK国際放送）http://www.nhk.or.jp/ 

nhkworld/english/movie/feature62.html 

安全・安心な社会の実現                        ●研究動向・成果
 

溶融スラグを混入したコンクリートを 

用いた違反建築物への対応について 
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2008年6月、レディーミクストコンクリート会社が、

JIS規格（JIS A 5308）に認められていない廃棄物焼

却灰を原料とする溶融スラグを骨材として混入した

コンクリートを供給し、多数の違反建築物が発生し

ていることが、建設会社から国土交通省への報告に

より発覚した。当該コンクリートは神奈川県内の工

場において2007年7月から約１年間違法に製造供給

されたもので、使用したマンション等の建築物の多

くにおいて、コンクリート表面が円錐状に剥落する

ポップアウト現象（PO）が大量に生じ、すでに供用

中の建築物もあったことから、当該コンクリートの

使用建築物の安全性確認が急務とされた。 

 

【ポップアウト例】 

国土交通省は、発覚後ただちに住宅局、国総研を

事務局に、桝田佳寛宇都宮大学教授を委員長とする

「JIS規格不適合コンクリートを使用した建築物の

対策技術検討委員会」を設置し、7月から9月にかけ

て3回の委員会と、5回のワーキンググループ（WG）

及び現地調査等の調査、検討を行い、建築物の安全

性を判断するための技術的条件等をまとめた。具体

的には、委員会では、当該コンクリートの構造強度

その他の安全性、耐久性、建築物の継続使用上の課

題、補修・経過観察等の方法について検討を行い、

WGでは、委員会での検討に必要な建築物の現況、溶

融スラグ骨材の品質、打設されたコンクリートの強

度、POの原因分析等についての調査検討を行った。 

国総研からは、これらの対応において、建築研究

部の基準認証システム研究室長と住宅研究部の住宅

生産研究室長が、委員会及びWGの事務局として技術

的検討に参加し、データ分析、対策案の原案作成等

を行った。なお（独）建築研究所の研究者も、委員

会委員、WG主査等として参加、協力している。 

調査においては、発生したPOが最大で外壁表面か

ら深さ約10mm近くに達するものがあること、POの発

生数は、被害の大きな現場で、調査面積1㎡あたり５

箇所を超え（2008年9月時点）、調査期間を通じ増加

していること（2008年末時点は多くの現場で増加は

緩やかな傾向にあるが収束はしていない。）が明ら

かになり、核の成分分析から、POはコンクリート中

に混入した生石灰が水分と反応し膨張したことによ

るものであることなどが判明した。 

さらに、将来的な発生数を把握するとともに、構

造強度への影響を調べるため、現場からコンクリー

トコアを採取し、オートクレーブ養生による促進試

験等を実施し、POの発生状況とコンクリートへの影

響を調査した。結果として、POは構造強度に影響を

及ぼすことは考えられないこと、発生数も一定で収

まる見込みであることが確認された。また、有害物

質の有無については、溶融スラグ骨材生産者が保存

していた試験データ及び現場から採取したコンクリ

ートで行った成分分析試験データにおいて、問題が

無いことが確認された。 

一方、委員会の検討結果として示された安全性等

を判断するための技術的条件の中では、外壁が剥落

することによる被害（特にタイル等）の危険性及び

対策（PO圧に抗し得る定着力をもつ外装材とするか、

POを生じても剥離片を外装材内部に留める外装とす

る等の措置）の必要性が指摘された。国総研等にお

いては、委員会後この指摘に対し、最大のPOの深さ

とコンクリート強度を想定したPOの推定圧力及び膨

張による変位を考慮した外装仕上げを検討するため

に必要な評価試験方法等の提案をまとめている。 

  

http://www.nilim.go.jp/japanese/organization/k

enchiku/jkenchiku.htm（建築研究部） 
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